
別記様式第６ 鑑定評価書（ 年地価調査）
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①－２基準地が共通地点(代表標準地等と同一地点)
である場合の検討
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作業所兼事務所 中小規模工場が建ち並ぶ
臨海工業地域

昭和島1.9 ㎞

特になし １６ｍ区道 昭和島駅　東方1.9 ㎞

交通の要衝に近い物流施設用地への投資需要は依然堅調であり、臨海
部の工業地の地価は上昇が継続。

中小規模の工場・倉庫等が建ち並ぶ工業地域であり、用途の観点から
大規模物流施設適地と比較すると需要の温度差が見られる。

近隣地域における標準的な土地であり、中間画地であることから市場
競争力は標準的と考えられる。個別的要因の変動は特にない。

大規模地を中心に物流施設への投資需要が高まっている。対象基準地の近隣地域は中規模程度の工場及び倉庫が
建ち並ぶ工業地域であり、当面は現在の環境を維持するものと考えられる。
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(7)試算価格の調整・

　 額の決定の理由　　　
　 検証及び鑑定評価

(6)市場の特性

比準価格は大田区の城南島及び江東区の臨海部の工業地の事例を吟味の上、より信頼性を有すると認められる事例を中
心に試算している。物流適地ほどではないが収益用不動産の取引も見られるため、試算過程の各諸元を十分吟味して試
算した収益価格の規範性も高い。比準価格を標準とし収益価格を関連付け、公示価格を規準とした価格との検討を踏ま
え、鑑定評価額を上記のとおり決定した。

①同一需給圏は東京湾臨海部の工業地域である。②主たる需要者は事業法人、物流事業者、投資家と自用、収益用の取
引が混在する。③羽田空港に近い立地条件の下、ＥＣ物流の市場規模の拡大に伴い物流施設用地需要は高まっているが
供給物件は少なく需給は逼迫しており地価は上昇傾向である。近隣地域のような製造業等が中心の中小工場地でも高値
取引が見られる。④工業地の取引価格は規模等による個別性が強く、需要の中心となる価格帯は特にない。

①－１対象基準地の検討
継続　　新規

代表標準地　　標準地

宅地-1

日提出年 月

大田(都) －9 1

開発法　　　　 開発法による価格 円／㎡

の適用

業者名

氏名

基準地番号 提出先 所属分科会名

令和 5

令和 5 7 1

令和 5 7 5

大田(都)　9 － 1 東京都 区部第６ 不動産鑑定士 大地　克巳

株式会社　大地不動産鑑定事務所

令和 5 6 29

令和 5 7 4

大田区京浜島二丁目７番２７
「京浜島２－７－１６」

1,320

1：2 Ｓ 2

北西16 m
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／
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